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伊賀市・名張市の市民が広域自動交付機を利用して証明書等を取得できる

伊賀市単独で自動交付機を導入するには、財政的に困難であるため、本制度を活用し、将来ICカードの多目的利用も検
討できる

必要な経費であり、妥当な金額である
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伊賀市・名張市の市民がICカードを利用して、自動交付機による
広域交付が可能となる。（住民票の写し・印鑑証明書）
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２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 新規 単独 事業類型

地方自治情報センターが主催する「平成２０年度住民基本台帳
カード利活用関連事業実施団体の公募」に応募し、事業採択
がなされた。事業の推進については、広域行政事務組合が窓
口となり、伊賀市・名張市の担当部門が制度整備を行うととも
に、整備後の運営主体、運営方法について協議を行っていく。
 伊賀市、名張市の市民がICカードを利用して伊賀市役所本庁
舎と近鉄名張駅で自動交付機を利用して住民票の写し、印鑑
証明書が取得できる。平成２１年２月に稼動予定。

両市とも財政状況が厳しい中、導入に伴う経費について、
地方自治情報センターからの経費の助成が、全額認めら
れることから導入することとなった。
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